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第３５回世界遺産委員会の決議への今年度の対応状況について 

全般的方針 

関係機関等の連携・協力のもと、「小笠原諸島管理計画」（以下、「管理計画」という。）の着実な実施を進め、世界自然遺産に登録された小

笠原諸島の生態系の顕著な普遍的価値を維持・保全するための取組みの継続・強化を図る。 

 

我が国への要請・奨励事項への対応について 

第35回世界遺産委員会での決議内容 取組方針（平成23年度第１回科学委員会に提示済） 平成25年度の取組状況 

○
要
請
事
項 

a) 侵略的外来種対策を継続するこ

と。 

 

・管理計画に基づいて、既に侵入した侵略的外来種

の駆除を着実に実施し、小笠原諸島の生態系に外

来種が及ぼす影響の排除に努めるとともに、新た

な外来種の侵入・拡散予防措置を推進する。 

① 兄島でのグリーンアノール侵入発見を受け、

緊急かつ重点的なアノール防除事業を実施

（資料1-3） 

② 生態系保全・管理事業の全体のあり方検討 

・生態系保全アクションプラン【第2期】の策

定（資料1-4） 

・父島列島における森林生態系保全管理手法の

検討を継続（資料1-5） 

③ 新たな外来種の侵入・拡散予防対策の課題整

理を継続的に実施（資料1-6） 

④ 外来種対策をはじめ管理計画の実施を支援す

るための施設の検討（参考資料1-3、1-4） 

⑤ その他、既に侵入した侵略的外来種の駆除、

防除対策等を継続して実施（資料 1-2、資料

４） 

 

資料1-1 
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第35回世界遺産委員会での決議内容 取組方針（平成23年度第１回科学委員会に提示済） 平成25年度の取組状況 

b) 観光や諸島へのアクセスなど、す

べての重要なインフラ開発につい

て、事前に厳格な環境影響評価を確

実に実施すること。 

・インフラ開発を含む各種事業の実施にあたっては、

「東京都環境影響評価条例」などの関係法令等に

従い、事前の適切な環境影響評価を実施する。ま

た、自然環境への負の影響を回避・最小化する必

要があるため、その事業の特性に応じて環境配慮

措置の適切な運用（事前の慎重なチェック、実施

段階での配慮の徹底、事後評価）を図る。 

・小笠原諸島の公共事業における環境配慮指針を

より厳格に行なうためのマニュアルの作成等

を検討。（資料1-7） 
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第35回世界遺産委員会での決議内容 取組方針（平成23年度第１回科学委員会に提示済） 平成25年度の取組状況 

○
奨
励
事
項 

a) 資産における海域公園地区をさら

に拡張することを検討すること。それ

により、管理効率が向上し、海域と陸

域を結ぶ生態系の完全性が強化され

ることが期待される。 

・海域と陸域の連続性、生態系の完全性の観点から、

海域における保全管理措置のあり方と強化の必要

性について調査、検討を行う。なお、検討に当た

っては独自のルール等により保全管理に協力して

いる関係者との連携を強化しつつ行う。 

・平成 24 年度に東京都及び環境省が実施した海

域における基礎調査の結果を踏まえ、今後継続

的に検討。都は調査を継続して実施中。 

b) 気候変動が資産に与える影響を評

価し、適応するための研究及びモニタ

リング計画を策定、実施すること。 

・モニタリング計画の策定・実施のベースとして、

森林生態系における気候変動の影響に関するモニ

タリングプログラムの開発を進める。さらに、既

存の各種モニタリング調査や研究の成果から得ら

れた情報の集約・蓄積・共有と活用を進め、気候

変動の影響に関する基礎的情報の収集と自然環境

の変化の把握を行う。 

・平成 24 年度に森林生態系における気候変動の

影響に関するモニタリングプログラムをとり

まとめ（参考資料1-5） 

・上記モニタリングプログラムを踏まえ、森林生

態系における気候変動の影響への適応策の検

討に着手。 

c) 将来的に来島者が増加することを

予測し、注意深い観光管理を確実に実

施すること。特に、小笠原エコツーリ

ズム協議会を強化するために、科学委

員会をそのメンバーに加え、諸島の価

値を保護するような適切な観光方針

を助言してもらうこと。 

・各地域・ルートのそれぞれの魅力を紹介するなど、

観光による利用集中が起こらないようＰＲ・普及

啓発に努める。 

・小笠原エコツーリズム協議会のアドバイザーとし

て科学委員会を代表して委員長に就任いただき、

観光管理方針について科学委員会としての適切な

助言を得る。 

・世界自然遺産登録後の平成 23 年 7 月に、小笠

原エコツーリズム協議会を開催し、大河内委員

長に設置要綱第6条に定めるアドバイザーに就

任していただいている。 

・エコツー推進法に基づくエコツーリズム全体構

想の策定中であり、今後助言を頂く予定であ

る。 

（参考）おがさわら丸による観光来島者数。 

  平成22年度（登録前） 13,572人 

  平成23年度（登録年） 21,854人 

  平成24年度(登録2年) 22,643人 

  平成25年度(登録3年) 20,000人見込み 
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第35回世界遺産委員会での決議内容 取組方針（平成23年度第１回科学委員会に提示済） 平成25年度の取組状況 

d) 観光による影響を管理するため

に、観光業者に対して、必須条件と認

証制度を設定するなどして、注意深い

規制と奨励措置を確実に行うこと。 

・現在行われている観光業者への規制や制度などの

徹底、効果の検証、必要に応じた見直しを行う。 

・陸域ガイドの登録制度を平成23年度より運用開始

する。 

・小笠原エコツーリズム協議会では、陸域ガイド

登録制度を平成 23 年度から進めており、平成

25年度も５名のガイドと２名の準ガイドが、登

録予定された。また、新たにガイド育成制度の

構築に向けて検討中である。 

＊平成26年3月現在 登録ガイド 20名 

           登録準ガイド 2名 

 


